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人口の高齢化は、世界各国の経済および社会に難題を突き付けている。出生率が低下すると
ともに平均寿命が延びることで年齢別人口動態は変化しており、2019 年、65 歳以上の人口
は世界人口の 11 人に 1 人であったが、2050 年には 6 人に 1 人になると予想されている（UN, 
2019a）。全人口に占める高齢者の割合が増加すると、生産年齢人口の構成も若年齢から比較
的高齢に移行するであろうと考えられている（IMF, 2016）。

高齢人口の割合の増加は経済に悪影響を与える可能性があると提唱する研究者もいる（Fair 
and Dominguez 1991; Acemoglu and Restrepo, 2018）。そのような結果に至るまでには、い
くつかの経緯が考えられる。例えば、高齢人口の増大は、社会保障制度や年金、医療支出の財
政的負担となる可能性がある（Bloom, Canning et al. 2011）。正規雇用の高齢者がまとまって退
職する可能性がある一方で、正規雇用を継続しても高齢者の生産性は低いと考える研究者もい
る（IMF 2016; ADB, 2019; Feyrer 2008）。

高齢化とともに、このような経緯をたどり、その結果、経済的な難題に直面する可能性は、人々
が不健康に年を重ねた場合に高まると考えられている（Cylus et al. 2018; IMF, 2016; Feyrer 
2008）。したがって、高齢者の健康と障害が経済成長にどのように影響するのか、また、健康
な高齢化を支援することで、前述のような悪影響が生じる可能性は低減するのかは、重要な課
題である。

本報告書では、日本における人口高齢化のマクロ経済への影響を推計し、健康と障害が果たす
役割を検討する。本報告書の分析に使用するデータおよび方法の概要については、Box 1 の欄
内に記載する。

ボックス1：健康な高齢化による経済利益の推計に使用するデータと方法

人口の高齢化が経済成長に与える影響を推計し、高齢労働力人口の健康と障害が及ぼす可能性のある影響の緩和を検討する
ため、複数の情報源から得たデータを利用する。国民 1 人当たり実質国内総生産（GDP）のデータは世界銀行から（World 
Bank, 2020a）、年齢別人口に関するこれまでのデータおよび将来の推計値は国連人口部から（UN, 2019b）、障害生存年
数（YLD）のデータは保健指標評価研究所（IHME, 2020） から得て、使用する。生産年齢人口のうち若年齢を 20 ～ 39 歳、
中年齢を 40 ～ 54 歳、高年齢を 55 ～ 69 歳の 3 つの年齢層に分け、データを集計した。180 カ国から、1990 ～ 2017 年
のデータが利用可能であった。

国ごとの固定効果モデルを用いて、各年齢層人口の割合、および、1 人当たり YLD と 55 ～ 69 歳人口の割合との相互作用に
相関するものとして、国民 1 人当たり実質 GDP 成長を推計する。健康な高齢化を支援することによる影響を明らかにするため、
55 ～ 69 歳の 1 人当たり YLD がベースライン（2017 年）のまま保持された場合と、障害保有割合がベースラインより 5% 低
い値に保持された場合（健康に高齢化するシナリオ）の GDP 成長推定値を比較する。

「 人 口 の
高齢 化が 経
済と社 会 に
難 題を突き
付けている」
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日本の状況：人口統計、健康と障害、経済 

人口

（2020年）

55~69歳の人口の
割合（%）

1人当たりGDP 
（購買力平価（PPP）） 

（2019年）

55~65歳以上の人口
就業率 

（2018年)

平均寿命（歳）
（2017年）

55～69歳の1000人当た
り障害生存年数（YLD） 

（2017年）

1 億 2650 万人 2020 年 : 18.8% 43 236ドル 55 ～ 64 歳 : 
75.2%

84.2 164.6

2050 年 : 18.8% 65 歳以上 : 24.3%

2080 年 : 17.5%

日本は人口転換の先頭を走っており、高齢者が多く、増加し続けている

日本の総人口は 1990 年以降急増し、2020 年にピークに達して 1 億 2,650 万人となった。出生率の低下により、2050 年には 1 億
600 万人に、2100 年には 7500 万人に減少すると推計されている（図 1）。1990 年に 37.3 歳であった日本の年齢中位数は、2020
年現在、48.4 歳であり（UN, 2019b）、日本は世界で最も高齢化が進んでいる。また、2020 年、生産年齢（20 ～ 54 歳）人口は全
体の 42.5% であるのに対し、55 ～ 69 歳の人口の割合は 18.8% である（UN, 2019b）。人口が高齢化し、高齢者の割合が増加するに
つれて、年齢中位数は、今後数十年でさらに高くなると予測されている。55 ～ 69 歳の高齢者の割合は 2050 年まで 18.8% を維持し、
2080 年までに 17.5% とわずかに減少すると予測されているが、65 歳上の人口の急増に伴い、老年人口指数（20 ～ 64 歳の人口に対
する 65 歳以上の人口の比）は、2020 年の 52% から 2060 年には 83.3% まで大幅に上昇すると予測されている（UN, 2019b）。

 
図1　年齢層別人口の推移（1990～2100年）

出典: UN, 2019b.
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日本は長寿国の1つである

日本では、1960 年以降、出生時の平均寿命が 69 歳から徐々に延びており、2020 年には 84.4 歳まで延びている（UN, 2019b）。
日本人の平均寿命は世界でも長く、世界保健機関（WHO）西太平洋地域の平均値の 76.6 歳よりも長い値を維持している。また、死
亡率は全体的に緩やかに上昇しているが、50 ～ 69 歳の人口の対 10 万人死亡率は、1990 年の 755 人から、2017 年の 550 人に減
少した（IHME, 2020）。日本人の平均寿命が延び、死亡者数が少なくなっていることには、健康的な生活習慣、衛生面、国民全員が
公平に受けられる保健医療制度が貢献している可能性がある（Sakamoto et al., 2018）。

非感染性疾患が障害の主たる原因である

日本における障害と疾病の主たる原因は、非感染性疾患、脳血管疾患、心血管疾患、呼吸器疾患（主に肺炎）である。実際に、日
本の疾病負担の 82% は非感染性疾患の増加によるものであり、これは主に、肥満、運動不足、喫煙、飲酒など集団のリスク因子が
増加したことと関連している。2016 年、成人における肥満者の割合は 4.3% で、これは西太平洋地域の 6.4% よりは低い値であった

（WHO, 2017）。また、2016 年に日本人の生活習慣を調査した結果、運動不足の成人の割合は全体の 36% であった（WHO, 2018）。
1 人当たりの飲酒量については、2020 年は 7.9 リットルと推定され、2025 年には 8.3 リットルに増加すると予測されている （WHO, 
2016）。さらに、2020 年には成人女性の 9.6% に対し、成人男性では 29.2% が喫煙者と推定されている（WHO, 2015）。2025 年
までには、男女の喫煙率は各々 25.5% および 8.7% に低下すると楽観的に予測されている（WHO、2015）。また、障害保有割合の
高さも日本の人口に影響を与える。特に、2017 年、55 ～ 69 歳の年齢層では、1000 人当たりの YLD が約 164.6 であった（あるいは、
55 ～ 69 歳の人口の約 16.5% が、1 年間を通して、最大の障害を有する状態と考えることもできる）。日本の障害保有割合は、地域
内の他国よりは低くなっており、ベトナム、韓国、オーストラリアの 1000 人当たりの YLD は、それぞれ、166.9、171、176.3 と報告
されている（IHME, 2020）。

図 2 は、1990 年以降、日本の YLD が延びていることを示している。1000 人当たりの YLD は、2000 年の 158.6 から 2017 年には
165 へと急速に延びた（IHME, 2020）。

図2　55～69歳の人口1000人当たり障害生存年数の推移（1990～2017年）  

出典: IHME, 2020および UN, 2019bを用いた著者の独自の計算による。
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経済は改善しつつあるものの、新型コロナウイルスの世界的大流行および急速に低下する労働生産性に
より、成長は当面続かないと考えられる 

1990 年代、バブル経済が崩壊したことで、日本は経済の低迷、デフレ、高債務、金融システムの機能不全に陥り、いわゆる「失わ
れた 20 年」に突入した（Yoshino & Taghizadeh-Hesary, 2015）。日本は、この長きにわたる景気後退期にあり、経済成長の停滞お
よび実質 GDP 成長率の急降下に見舞われた。以降、日本経済は緩やかに拡大し、2018 年は 0.5% であった GDP 年間成長率は、
2019 年に 0.9% に上昇した（World Bank, 2020a）。日本の貧困ラインおよび失業率は歴史的に見て低く推移しており、主に、製造
業とサービス業が経済成長をけん引している（Sakamoto et al., 2018）。 

2020 年初頭、新型コロナウイルス感染症の流行により、日本経済の流れが変化した。迅速な対応およびに予防策の実施により、感
染拡大を大幅に抑制したものの、経済は甚大な影響を受けた。巨額な GDP の損失が認められる西太平洋地域と貿易や観光を通じて
深く結びついている日本にも、マイナスの経済波及効果がおよんでる。コスト増および国境間移動制限によりアジアのバリューチェー
ンが断裂し、日本の製造業、特に、機械産業と自動車産業は、経済的に大打撃を受けている（UNDP, 2020）。2020 年 1 ～ 3 月の
日本の GDP 成長率はマイナス 3.4% となり、2020 年末の経済産出高の減少幅は 6.1% にまでおよぶことが予想され、東京 2020 オ
リンピックの延期で景気後退に拍車がかかっている（World Bank, 2020b）。

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行による経済および社会への打撃を緩和するため、日本政府は、GDP の 40% にあたる財政
支援措置を行い、日本銀行は証券および社債を購入してバランスシートを拡大させた（World Bank, 2020b）。国民全員を対象とする
給付金、疾病手当、雇用の維持を図る雇用調整助成金、個人事業主を対象とする直接給付、家族の世話や看護を目的とする休暇取
得支援の政策、保健医療制度への資金投入による支払い可能な治療と検査へのアクセス確保など、社会保障に関して日本は幅広い対
策をとってきた。（UNDP, 2020）。

今年の経済の見通しは厳しいが、財政および金融に関する支援を適切に行うことにより、2021 年、経済成長率は 2.5% に回復すると
予想されている（World Bank, 2020b）。しかし、急速に進む高齢化と生産年齢人口の縮小によって、様々な経済的難題や金融部門の
脆弱性に日本が直面していることに変わりはない。したがって、（特に、女性および高齢者の就労促進など、労働市場の状況に関連する）
構造改革を実行する必要がある（IMF, 2020）。相互に関連するこのような政策を取ることは、インフレを起こし、負債比率を安定化し、
コロナ後の GDP 成長回復に寄与するであろうと考えられる（IMF, 2020）。

人口高齢化に関連し、労働力人口における高齢者数は着実に減少している。2010 年に 1,214 万人であった 55 ～ 64 歳の就業者数は、
2018 年は 1,148 万人であった。65 歳以上の就業者数は逆転しており、2010 年が 570 万人、2018 年が 862 万人であった（ILOSTAT, 2018）。

推計モデルによると、日本の高齢化は経済成長にどう影響するか 

集団における障害の程度を考慮しない場合、55 ～ 69 歳の人口の割合が増加するとともに、1 人当たり GDP 成長の伸びは減速する
と予想される。55 ～ 69 歳の人口の割合は、2020 年から 2045 年にかけて 18.78% から 20.09% に増加すると予想されており、そ
の結果、推計モデルでは、1 人当たり GDP 成長率は約 0.9% 減速すると推計された。また、2020 年から 2100 年までと、長期にわ
たる推計では、55 ～ 69 歳の人口の割合が 18.78% から 17.14% に減少すると予想されており、その結果、推計モデルでは、1 人当た
り GDP が約 1.12% 上昇すると推計された。 

ただし、55 ～ 69 歳の人口の障害の程度を考慮すると、高齢化による負の影響が緩和されることがモデルから推計された。

具体的には、55 ～ 69 歳の人口の 2017 年の障害保有割合が今後保持された場合と、障害保有割合が 5% 改善されると仮定した場
合の 1 人当たり GDP 成長率の推定値を比較した。図 3 は、高齢労働力人口の障害改善と 1 人当たり GDP の成長は関連していること
を示している。高齢者の障害保有割合の 5% 低減は、1 人当たり年間 GDP 成長に正に寄与し、2020 年に年間 0.5% 強、2035 年頃
には年間 0.6% 強の成長が見込まれる。 
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図3　高齢（55～69歳）人口の障害保有割合が、2017年のベースラインより5%改善したと仮定した場合のGDP成長率の推定値 
（2020～2100年） 

出典: 著者の独自の計算による。

推計対象の全期間にわたって健康に高齢化することによる影響をすべて捉えるため、図 4 では、障害保有割合の低減がもたらす成長
の累積的影響を示した。日本の 55 ～ 69 歳人口の障害保有割合が、2017 年より 5% 低く保持された場合、1 人当たり GDP は、今
世紀末までに 52.8 ポイント増加すると予想された。

図4　高齢（55～69歳）人口の障害保有割合の5％改善によるGDP累積成長率の推定値（2020年＝100を基準とした場合） 

出典: 著者の独自の計算による。
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考察
人口高齢化は、歴史的に見ると、経済成長の鈍化と関連していたが、健康で活動的な高齢人口は経済的利益となり得ることを本報告
書は示している。モデル推計により、日本の高齢人口の障害保有割合を比較的小幅に改善しただけでも、今世紀末までに、相当な影
響を経済に与える可能性があることが示唆された。

健康で活動的な高齢化の促進を目指す政策は、高齢化が経済に及ぼす負の影響の緩和に重要な役割を果たす可能性がある。健康な
高齢化を促進し、障害保有割合を改善するため、これまで文書で提案されてきた有効な政策の中には、疾病の進行や認知機能の低
下およびフレイルの予防、職場による主導、保健医療制度以外の介入など、ライフコースアプローチを反映しているものもある（Cylus, 
Normand & Figueras, 2018）。適切な政策介入を検討し、高齢者の潜在能力を十分に発揮させるため、日本の高齢人口に特有の健
康ニーズを支援するアプローチの評価が役立つと期待される。
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